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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第19期
第３四半期
連結累計期間

第20期
第３四半期
連結累計期間

第19期
第３四半期
連結会計期間

第20期
第３四半期
連結会計期間

第19期

会計期間

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成22年
４月１日

至　平成22年
12月31日

自　平成21年
10月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成22年
10月１日

至　平成22年
12月31日

自　平成21年
４月１日

至　平成22年
３月31日

売上高 （千円） 13,293,30817,011,0115,041,6455,658,83818,697,756

経常利益 （千円） 716,5192,372,217755,360911,8181,459,214

四半期（当期）純利益 （千円） 47,9921,464,439405,625536,888488,599

純資産額 （千円） － － 15,540,40817,125,31716,154,088

総資産額 （千円） － － 22,814,18124,490,14023,157,901

１株当たり純資産額 （円） － － 74,695.8382,311.5577,641.88

１株当たり四半期（当期）純
利益金額

（円） 203.487,066.051,957.172,590.532,135.51

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 194.777,043.231,956.75 － 2,128.44

自己資本比率 （％） － － 67.9 69.7 69.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 2,174,8302,471,853 － － 2,932,423

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △394,064△1,510,222 － － △556,942

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △2,233,005△141,232 － － △2,235,835

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） － － 4,697,7795,918,8965,315,890

従業員数 （名） － － 676 721 697

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　従業員数は、就業人員数を記載しております。

４　第20期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有す

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 721

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 352

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

光学部材事業 3,468,283 －

精密加工事業 2,107,938 －

合計 5,576,222 －

(注) １  生産実績は、売価換算値によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当社グループでは、受注生産によらず見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

光学部材事業 3,625,268 －

精密加工事業 2,033,569 －

合計 5,658,838 －

(注) １  販売実績は、外部顧客に対する売上高を表示しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、事業等のリスクに重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

　(1)研究委託に関する契約

（契約会社名：㈱ポラテクノ（当社）)

相手方の名称 所在地 契約名 契約内容 契約期間

日本化薬㈱ 東京都
染料、粘着剤、偏光フィル
ムの研究委託契約

液晶表示装置用光学
フィルム及びそれに使
用する色素等に関する
研究

自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 経営成績の分析

当社グループが関係するLCD業界では、今年の春以降、需給は緩和し、大型LCDパネルの価格は下落し

ております。中小型LCDパネルの需要は高精細のIT機器向けを中心に好調であり、また車載向けは、一時

減速気味だった自動車生産が回復傾向にあり、かつ、一台当たりのLCD搭載個数が増加していることに

より、堅調に推移しています。フロントプロジェクターは第２四半期までの各メーカーによる増産が

ペースダウンした状況です。

　

このような状況の中で、当第３四半期連結会計期間の売上高は56億58百万円（前年同四半期比

12.2％増）、営業利益は７億50百万円（前年同四半期比26.6％増)、経常利益は９億11百万円（前年同

四半期比20.7％増)、四半期純利益は５億36百万円（前年同四半期比32.4％増）となりました。

　
　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

(光学部材事業)

売上高は36億25百万円となりました。

　

製品種類別では、車載用LCDパネル向けの温度追従型楕円偏光フィルムが増加を続けており、また、

サングラス向けの製品が好調でした。

光学部材事業の営業利益は４億75百万円でありました。

　
(精密加工事業)

売上高は20億33百万円となりました。

　

製品種類別では、有機系液晶プロジェクタ部材では、販売数量は増加しましたが、単価下落が続い

ております。一方、無機偏光板ProFluxは堅調に推移しました。また、X線分析装置部材の販売は、需要

が増加し好調でした。

精密加工事業の営業利益は２億74百万円でありました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ13億32百万円増加し、244億90百

万円となりました。主な要因は、現金及び預金の増加６億８百万円、受取手形及び売掛金の増加９億62

百万円、機械装置及び運搬具の減少３億43百万円であります。

当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ３億61百万円増加し、73億64百万円

となりました。主な要因は、未払法人税等の増加４億４百万円であります。

当第３四半期連結会計期間末の少数株主持分を含めた純資産は、前連結会計年度末に比べ９億71百

万円増加し、171億25百万円となりました。主な要因は、四半期純利益14億64百万円、為替換算調整勘定

の減少３億93百万円、株主配当金の支払による減少１億３百万円であります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、59億18百万

円（前年同四半期は46億97百万円）となりました。当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ

・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、12億14百万円（前年同四半期は

資金の増加８億31百万円）となりました。主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益９億０百万円、

減価償却費２億94百万円、仕入債務の増加10億71百万円であります。一方で主な減少要因は、売上債権

の増加８億98百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、７億47百万円（前年同四半期は

資金の減少２億55百万円）となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出７億54百万円で

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の増加は、19百万円（前年同四半期は資金

の減少26百万円）となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありま

せん。

　
(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２億64百万円であります。

なお、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに重

要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 900,000

計 900,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 207,250 207,250
大阪証券取引所JASDAQ
（スタンダード）

単元株制度を採用し
ておりません。

計 207,250 207,250 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年10月１日～
平成22年12月31日

－ 207,250 － 3,095,125 － 2,761,941

　

(6) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大量保有報告書の写しの送付がなく、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成22年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

207,250
207,250

権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 207,250 － －

総株主の議決権 － 207,250 －

（注）上記の「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 176,400182,000157,200133,700126,000106,600100,000120,000131,000

最低(円) 133,400108,400101,70089,80091,30092,20088,10074,300101,600

(注)  最高・最低株価は、平成22年10月11日以前は大阪証券取引所（JASDAQ市場）におけるものであり、平成22年10月

12日以降は大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであります。

　
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1)新任役員

　　該当事項はありません。

　

(2)退任役員

　　該当事項はありません。

　

(3)役員の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役、常務執行役員、開

発本部長、知的財産・研究

委託管理分掌

取締役、常務執行役員、開発本

部長、開発本部商品開発セン

ター部長、知的財産・研究委託

管理分掌

松尾　正 平成22年12月１日

取締役 取締役執行役員、経営企画室長 伊関　裕行 平成23年２月１日

なお、取締役伊関裕行は、平成23年２月１日付でモクステック,Inc.のCEO兼Presidentに就任いたしまし

た。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12

月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,508,553 4,899,706

受取手形及び売掛金 ※2
 5,812,135 4,849,729

有価証券 410,342 416,184

商品及び製品 1,411,522 1,438,191

仕掛品 1,350,927 1,493,820

原材料及び貯蔵品 1,742,635 1,643,773

その他 890,629 1,168,899

貸倒引当金 △22,350 △86,220

流動資産合計 17,104,395 15,824,083

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,339,195 2,255,385

機械装置及び運搬具（純額） 1,860,041 2,203,379

その他（純額） 1,708,729 1,120,806

有形固定資産合計 ※1
 5,907,966

※
 5,579,571

無形固定資産

のれん 543,157 648,945

その他 601,499 699,687

無形固定資産合計 1,144,656 1,348,632

投資その他の資産

その他 396,766 451,364

貸倒引当金 △63,645 △45,750

投資その他の資産合計 333,121 405,613

固定資産合計 7,385,744 7,333,818

資産合計 24,490,140 23,157,901

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 3,886,278 3,910,465

1年内返済予定の長期借入金 210,000 49,000

未払法人税等 534,675 129,852

賞与引当金 133,582 229,045

役員賞与引当金 14,850 19,800

その他 ※2
 875,582 763,295

流動負債合計 5,654,969 5,101,458
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

固定負債

長期借入金 1,290,000 1,451,000

退職給付引当金 7,399 6,465

負ののれん 792 1,044

資産除去債務 10,499 －

その他 401,162 443,845

固定負債合計 1,709,853 1,902,355

負債合計 7,364,823 7,003,813

純資産の部

株主資本

資本金 3,095,125 3,095,125

資本剰余金 2,761,941 2,761,941

利益剰余金 12,337,522 10,976,708

株主資本合計 18,194,589 16,833,774

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △1,135,520 △742,495

評価・換算差額等合計 △1,135,520 △742,495

少数株主持分 66,248 62,808

純資産合計 17,125,317 16,154,088

負債純資産合計 24,490,140 23,157,901
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 13,293,308 17,011,011

売上原価 9,739,575 11,290,422

売上総利益 3,553,733 5,720,588

販売費及び一般管理費 ※
 2,905,369

※
 3,157,611

営業利益 648,363 2,562,977

営業外収益

受取利息 7,590 9,998

為替差益 21,043 －

たな卸資産売却益 － 11,896

負ののれん償却額 247 245

原子力立地給付金 － 10,050

助成金収入 30,407 －

その他 26,644 5,964

営業外収益合計 85,933 38,154

営業外費用

支払利息 7,355 11,696

為替差損 － 215,982

貸倒引当金繰入額 4,214 －

その他 6,207 1,235

営業外費用合計 17,777 228,914

経常利益 716,519 2,372,217

特別利益

固定資産売却益 － 5

関係会社株式売却益 － 2,514

貸倒引当金戻入額 10,292 5,744

持分変動利益 4,360 15,005

特別利益合計 14,652 23,270

特別損失

固定資産除却損 17,995 26,339

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,344

特別損失合計 17,995 30,683

税金等調整前四半期純利益 713,176 2,364,803

法人税、住民税及び事業税 465,955 683,973

法人税等調整額 165,342 210,677

法人税等合計 631,298 894,650

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,470,152

少数株主利益 33,886 5,712

四半期純利益 47,992 1,464,439
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 5,041,645 5,658,838

売上原価 3,459,371 3,875,137

売上総利益 1,582,274 1,783,700

販売費及び一般管理費 ※
 989,397

※
 1,033,342

営業利益 592,876 750,358

営業外収益

受取利息 436 7,894

為替差益 155,446 148,708

負ののれん償却額 82 81

その他 11,385 8,833

営業外収益合計 167,351 165,517

営業外費用

支払利息 3,734 3,797

その他 1,134 260

営業外費用合計 4,868 4,058

経常利益 755,360 911,818

特別利益

関係会社株式売却益 － △139

持分変動利益 7,342 2,684

特別利益合計 7,342 2,545

特別損失

固定資産除却損 14,859 14,265

特別損失合計 14,859 14,265

税金等調整前四半期純利益 747,843 900,098

法人税、住民税及び事業税 350,603 351,540

法人税等調整額 △30,125 8,699

法人税等合計 320,477 360,240

少数株主損益調整前四半期純利益 － 539,857

少数株主利益 21,740 2,969

四半期純利益 405,625 536,888
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 713,176 2,364,803

減価償却費 1,071,342 861,014

のれん及び負ののれん償却額 104,409 124,551

賞与引当金の増減額（△は減少） △42,986 △95,462

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 13,950 △4,950

退職給付引当金の増減額（△は減少） △496 934

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,573 △984

受取利息及び受取配当金 △7,590 △9,998

支払利息 7,355 11,696

為替差損益（△は益） 11,998 180,249

有形固定資産除却損 17,743 26,189

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,344

持分変動損益（△は益） △4,360 △15,005

売上債権の増減額（△は増加） △1,553,501 △1,189,758

たな卸資産の増減額（△は増加） △632,126 7,059

仕入債務の増減額（△は減少） 2,160,931 132,459

前払年金費用の増減額（△は増加） 36,106 32,491

その他 29,955 307,534

小計 1,917,333 2,737,169

利息及び配当金の受取額 7,590 9,998

利息の支払額 △8,803 △7,922

法人税等の支払額 △49,804 △274,631

法人税等の還付額 308,515 7,239

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,174,830 2,471,853

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △228,572 △1,516,850

有形固定資産の売却による収入 311 110

無形固定資産の取得による支出 － △4,775

関係会社株式の取得による支出 △163,474 －

関係会社株式の売却による収入 － 11,734

その他 △2,330 △441

投資活動によるキャッシュ・フロー △394,064 △1,510,222

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 1,500,000 －

自己株式の取得による支出 △3,443,570 －

配当金の支払額 △129,190 △97,080

少数株主への配当金の支払額 △132,162 △67,959

その他 △28,081 23,806

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,233,005 △141,232

現金及び現金同等物に係る換算差額 34,163 △217,392

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △418,075 603,005

現金及び現金同等物の期首残高 5,115,854 5,315,890

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,697,779

※
 5,918,896
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変

更

 

（「資産除去債務に関する会計基準」等の適用）

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適

用しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益が371千

円減少し、税金等調整前四半期純利益が4,715千円減少しております。また、

当会計基準等の適用開始時における資産除去債務の計上額は10,349千円で

あります。

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　また、前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「原子力立地給付金」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前

第３四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「原子力立地給付金」は8,100千円であります。

　また、前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「たな卸資産売却益」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前

第３四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「たな卸資産売却益」は7,805千円であります。

　

　
当第３四半期連結会計期間

(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
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【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　

有形固定資産の減価償却累計額 8,582,351千円

 

※

有形固定資産の減価償却累計額 8,007,671千円

 

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日をもって決済処理しておりま
す。なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機
関が休日であったため、次の四半期連結会計期間末
日満期手形が当第３四半期連結会計期間末残高に
含まれております。

　受取手形 120,763千円

　支払手形 401,952千円

　設備関係支払手形 2,378千円

 

 

―
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 5,067千円

給与手当 503,055千円

賞与引当金繰入額 73,499千円

役員賞与引当金繰入額 13,950千円

退職給付費用 36,561千円

研究開発費 910,045千円

 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

給与手当 706,447千円

賞与引当金繰入額 36,010千円

役員賞与引当金繰入額 18,343千円

退職給付費用 33,841千円

研究開発費 831,131千円

 

　 　

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 4,018千円

給与手当 146,736千円

賞与引当金繰入額 24,194千円

役員賞与引当金繰入額 4,950千円

退職給付費用 5,375千円

研究開発費 324,733千円

 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 871千円

給与手当 216,770千円

賞与引当金繰入額 36,010千円

役員賞与引当金繰入額 4,950千円

退職給付費用 11,177千円

研究開発費 264,383千円

 
　 　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

※　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末
残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係（平成21年12月31日現
在）

※　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末
残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係（平成22年12月31日現
在）

　

現金及び預金勘定 4,516,086千円

有価証券(MMF) 181,692千円

現金及び現金同等物 4,697,779千円

　

　

現金及び預金勘定 5,508,553千円

有価証券(MMF) 410,342千円

現金及び現金同等物 5,918,896千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　

至　平成22年12月31日）

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 207,250

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) －

　

３　新株予約権等の四半期連結会計期間末残高

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第３四半期

連結会計期間末残高
(千円)

提出会社 － － －

連結子会社 － － －

合計 － －

(注)　米国連結子会社は、ストック・オプションを発行しておりますが、米国基準により会計処理しているため、新株予

約権の残高はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 103,625 500平成22年３月31日平成22年６月28日

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)
　

　
光学部材事業
(千円)

精密加工事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

2,956,2502,085,3945,041,645 － 5,041,645

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

509,991 － 509,991(509,991) －

計 3,466,2422,085,3945,551,636(509,991)5,041,645

営業利益 343,406 249,470 592,876 － 592,876

(注) １  事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２  各事業の主な製品

  (1) 光学部材事業…………偏光フィルム、無機偏光板、位相差フィルム

  (2) 精密加工事業…………プロジェクタ部材、X線分析装置部材

３  営業費用の配賦方法の変更

従来、販売費及び一般管理費は、売上高、売上高に占める原材料費、事業セグメント別の従業員数、期中平均在
庫金額などを基準として事業セグメント別に配賦しておりましたが、平成21年４月１日に当社が製品別から機
能別へ組織変更を行ったことにより、従来適用してきた配賦基準が適用困難となりました。更には設備投資に伴
い、固定資産に係る管理部門の係りが増加したことを勘案し、配賦基準に固定資産も追加しました。また、従来売
上高に占める原材料費を配賦基準としておりましたが、原材料費は売上原価として既に事業セグメント別に負
担されていることを考慮し、収益である限界利益を配賦基準に変更しました。

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)
　

　
光学部材事業
(千円)

精密加工事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

7,686,0495,607,25913,293,308 － 13,293,308

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,368,918 － 1,368,918(1,368,918) －

計 9,054,9675,607,25914,662,227(1,368,918)13,293,308

営業利益 60,065 588,298 648,363 － 648,363

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２  各事業の主な製品

　(1) 光学部材事業…………偏光フィルム、無機偏光板、位相差フィルム

　(2) 精密加工事業…………プロジェクタ部材、X線分析装置部材

３　営業費用の配賦方法の変更

従来、販売費及び一般管理費は、売上高、売上高に占める原材料費、事業セグメント別の従業員数、期中平均在
庫金額などを基準として事業セグメント別に配賦しておりましたが、平成21年４月１日に当社が製品別から機
能別へ組織変更を行ったことにより、従来適用してきた配賦基準が適用困難となりました。更には設備投資に伴
い、固定資産に係る管理部門の係りが増加したことを勘案し、配賦基準に固定資産も追加しました。また、従来売
上高に占める原材料費を配賦基準としておりましたが、原材料費は売上原価として既に事業セグメント別に負
担されていることを考慮し、収益である限界利益を配賦基準に変更しました。
この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の「光学部材事業」の営業利益が
118,421千円減少し、「精密加工事業」の営業利益が118,421千円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)
　

　
日本
(千円)

アジア
(千円)

北米
(千円)

その他
の地域
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

3,245,7781,352,158443,708 － 5,041,645－ 5,041,645

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1,373,03843,235407,786388,0882,212,148(2,212,148)－

計 4,618,8171,395,393851,494388,0887,253,793(2,212,148)5,041,645

営業利益又は営業損失
(△)

554,610△88,533213,94890,229770,254(177,377)592,876

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２  本邦以外の区分に属する主な国又は地域

  (1) アジア……………香港、中国

  (2) 北米………………アメリカ

  (3) その他の地域……オランダ

３  営業費用の配賦方法の変更

「事業の種類別セグメント情報　(注)３営業費用の配賦方法の変更」に記載のとおり、営業費用の配賦方法を
変更しております。これによる損益に与える影響はありません。

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)
　

　
日本
(千円)

アジア
(千円)

北米
(千円)

その他
の地域
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

8,492,3803,738,3821,062,544－ 13,293,308－ 13,293,308

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

3,554,45880,9811,070,642764,3905,470,473(5,470,473)－

計 12,046,8393,819,3632,133,187764,39018,763,781(5,470,473)13,293,308

営業利益又は営業損失
(△)

936,59419,520△19,489△22,540914,085(265,721)648,363

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　(1) アジア……………香港、中国

　(2) 北米………………アメリカ

　(3) その他の地域……オランダ

３　営業費用の配賦方法の変更

「事業の種類別セグメント情報　(注)３営業費用の配賦方法の変更」に記載のとおり、営業費用の配賦方法を
変更しております。これによる損益に与える影響はありません。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)
　

　 アジア地域 北米地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 2,675,957 343,762 315,538 3,335,257

Ⅱ　連結売上高(千円) － － － 5,041,645

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

53.1 6.8 6.3 66.2

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２  本邦以外の区分に属する主な国又は地域

  (1) アジア地域………台湾、中国、韓国、香港等

  (2) 北米地域…………アメリカ、カナダ等

  (3) その他の地域……イギリス、ドイツ、ベルギー等

３  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)
　

　 アジア地域 北米地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 6,743,804 780,116 851,271 8,375,192

Ⅱ　連結売上高(千円) － － － 13,293,308

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

50.7 5.9 6.4 63.0

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　(1) アジア地域………台湾、中国、韓国、香港等

　(2) 北米地域…………アメリカ、カナダ等

　(3) その他の地域……イギリス、ドイツ、ベルギー等

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、主に製造工程を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、一次加工のみを行

ない「素材」として製品化したものを対象とする「光学部材事業」と、その「素材」に対し、二次的な加工

を行ない製品化したものを対象とする「精密加工事業」であります。これらは、それぞれにおいて国内及び

海外を包括した戦略を立案し、事業活動を展開しております。

「光学部材事業」は、偏光・位相差フィルム等を製造販売しております。「精密加工事業」は、プロジェ

クタ部材、X線分析装置部材等を製造販売しております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円）

　
報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額光学部材事業 精密加工事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 10,259,4696,751,54217,011,011 － 17,011,011

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1,477,517 － 1,477,517△1,477,517 －

計 11,736,9866,751,54218,488,528△1,477,51717,011,011

セグメント利益 1,401,1191,161,8572,562,977 － 2,562,977

(注)　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

当第３四半期連結会計期間（自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円）

　
報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額光学部材事業 精密加工事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 3,625,2682,033,5695,658,838 － 5,658,838

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

439,566 － 439,566△439,566 －

計 4,064,8352,033,5696,098,404△439,5665,658,838

セグメント利益 475,420 274,938 750,358 － 750,358

(注)　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(金融商品関係)

記載すべき事項はありません。

　

(有価証券関係)

記載すべき事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなって

おり、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められま

す。

これは、第２四半期連結会計期間より、通常の営業過程における外貨建取引の為替相場の変動によるリ

スクの低減を目的として、為替予約管理規定に従い、為替予約取引を実施したことによるものでありま

す。

　

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

区分 種類
契約額等

(千円)

契約額等のうち

１年超

(千円)

時価

(千円)

評価損益

(千円)

市場取引以外
の取引

為替予約取引 　 　 　 　

　売建 1,391,611 － 22,733 22,733

合計 1,391,611 － 22,733 22,733

　(注)　時価の算定方法

　為替予約取引・・・先物為替相場によっております。

　

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結財務諸表への影響額が僅少のため記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

記載すべき事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　

１株当たり純資産額 82,311.55円
　

　

１株当たり純資産額 77,641.88円

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 17,125,317 16,154,088

普通株式に係る純資産額（千円） 17,059,068 16,091,279

差額の主な内訳（千円） 　 　

少数株主持分 66,248 62,808

普通株式の発行済株式数（株） 207,250 207,250

普通株式の自己株式数（株） － －

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数（株）

207,250 207,250

　

２　１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

　

　１株当たり四半期純利益金額 203.48円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純
利益金額

194.77円

　

　１株当たり四半期純利益金額 7,066.05円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純
利益金額

7,043.23円
　

　 　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
（千円）

47,992 1,464,439

普通株式に係る四半期純利益（千円） 47,992 1,464,439

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 235,850 207,250

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の
算定に用いられた四半期純利益調整額の主要な
内訳（千円）

　 　

米国関連子会社の発行する潜在株式に係る
権利行使を仮定した場合の四半期純利益の
減少額

△2,053 △4,727

四半期純利益調整額（千円） △2,053 △4,727

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含まれな
かった潜在株式について前連結会計年度末から
重要な変動がある場合の概要

－ －
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

　

　１株当たり四半期純利益金額 1,957.17円

　潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益金額

1,956.75円

 

　１株当たり四半期純利益金額 2,590.53円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。

　 　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
（千円）

405,625 536,888

普通株式に係る四半期純利益
（千円）

405,625 536,888

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 207,250 207,250

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の
算定に用いられた四半期純利益調整額の主要な
内訳（千円）

　 　

米国関連子会社の発行する潜在株式に係る
権利行使を仮定した場合の四半期純利益の
減少額

△89 －

四半期純利益調整額（千円） △89 －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含まれな
かった潜在株式について前連結会計年度末から
重要な変動がある場合の概要

－ －

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月12日

　株式会社ポラテクノ

　取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　宮　　島　　道　　明　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　五 十 嵐　　　　　朗　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　　島　　伸　　一　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ポラテクノの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ポラテクノ及び連結子会社の平成21

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月10日

　株式会社ポラテクノ

　取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　五 十 嵐　　　　　朗　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　　島　　伸　　一　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ポラテクノの平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間（平成２２年１０月１日から平成２２年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２２

年４月１日から平成２２年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ポラテクノ及び連結子会社の平成２

２年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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